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 この「公の施設に係る指定管理者制度導入のガイドライン」は、平成 15年９月２日に地方自治法

の一部を改正する法律（平成 15年法律第 81号。以下「改正法」という。）が施行され、地方公共団

体が設置する公の施設の管理に指定管理者制度が導入されることとなったことから、その効果的な

運用に向けて、基本的な考え方を定めるものである。 

 

１ 指定管理者制度の概要 

(1) 指定管理者制度とは 

 これまでの管理委託制度のもとでは、公の施設の管理は、普通地方公共団体が出資している

法人で政令において定めるもの又は公共団体若しくは公共的団体にしか委託できなかった

が、法改正により規制が緩和され、民間事業者等幅広い団体が、議会の議決を経て指定管理

者として指定されれば、施設の管理を行うことが可能となったものである。 

 指定管理者制度導入の目的は、「多様化する住民ニーズに、より効果的かつ効率的に対応す

るため、公の施設の管理に民間の活力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、

経費の節減等を図ること」である。 

 指定管理者となれるものは、法人その他の団体（法人格は必ずしも必要ない）であり、個人

は除かれる。 

 

(2) 指定管理者制度の仕組み 

 平等利用の確保（法第 244条関係） 

施設の管理にあたっては、住民の平等利用の確保、差別的取扱いの禁止が義務付けられてい

る。 

 条例の制定（法第 244条の 2④） 

指定の手続き、指定管理者に行わせる管理の基準、業務の範囲はあらかじめ条例で定めるこ

ととされている。 

 指定の議決（法第 244条の 2⑤、⑥） 

指定管理者の指定をしようとするときは、指定管理者に管理を行わせようとする施設の名称、

指定管理者となる団体の名称、指定の期間等について、あらかじめ議会の議決を経なければ

ならない。 

 事業報告（法第 244条の 2⑦） 

指定管理者は、毎年度終了後、知事に業務報告書を提出しなければならない。 

 利用料金制（法第 244条の２⑧、⑨） 

県は利用料金を、当該指定管理者の収入として収受させることができる。 

利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるところにより指定管
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理者が定めるが、その場合、指定管理者はあらかじめ利用料金について県の承認を受けなけ

ればならない。 

 指定の取消し等（法第 244条の 2⑩、⑪） 

県が公の施設の管理の業務又は経理の状況に関して報告を求め、実地について調査し、又は

必要な指示をした場合に、これらの指示に従わない場合や、指定管理者の経営状況が著しく

悪化している等、公の施設の適正な管理に著しい支障が生じる恐れがある場合は、指定を取

り消すことができる。 

 権限の範囲 

指定管理者は、条例の定めにより施設の使用許可を行うことが可能であるが、使用料の強制

徴収（法第 231 条の３）や不服申立てに対する決定（法第 244 条の４）、行政財産の目的外

使用許可（法第 238条の４第７項）等、行政処分権限を代行することはできない。 

 

(3) 制度導入の対象施設 

 従来の管理委託制度は指定管理者制度に一本化されるため、公の施設の管理は、指定管理者

制度を導入せず県が直接管理する方法又は指定管理者制度を導入する方法のみが可能とな

る。 

  公の施設のうち改正前の地方自治法第244条の２第３項の規定に基づき管理委託している施

設については、改正法施行（平成 15 年９月２日）後、３年以内に、個別の条例を改正し、

県が直接管理する場合を除き、指定管理者を指定しなければならない。なお、個別の法律で、

施設の管理主体が限定されている場合は、指定管理者制度を採れないものであること。 

 

(4) 制度導入に係る条例整備 

本県における条例の整備方法としては、指定管理者の指定の手続及び指定管理者に共通な一

般的事項については通則条例で定め、それ以外の項目については、個別の設置条例を改正する

方法で整備するものである。 

条例で定める事項 内 容 整備方法 

■ 指定の手続き 申請、選定、指定管理者に共通

する一般的事項 

「公の施設に係る指定管理者の指定

の手続等に関する条例」（以下「指定

手続等条例」という。）の制定（平成

16年 7月 12日施行） 

■ 管理の基準 休館日、開館時間、使用制限の

要件、管理を通じて取得した個

人情報の取扱い等 

 

個別の公の施設の設置条例を順

次改正 

■ 業務の範囲 施設・設備の維持管理の範囲、

個別の使用許可など指定管理

者が行う業務の具体的範囲 

 

 

２ 制度導入に係る基本的考え方 

(1) 対象となる施設のあり方検討と制度導入の考え方 

 岩手県集中改革プログラム（平成 20年１月策定）の「改革２ 民間力・地域力が最大限 

に発揮される仕組みづくり」に基づき、質の高いサービス提供や、効果的・効率的な施設 
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の運営を推進するため、指定管理者導入施設のモニタリングによる効果検証や、指定管理 

者制度の導入や更新にあたって、環境の変化等を踏まえた公の施設のあり方の検討を行う。 

 施設毎に指定管理者に行わせる管理の基準、業務の範囲、指定の期間の他、募集方法、 

選定方法などについて検討し、基本方針を定める。 

 

３ 指定の手続き 

(1) 指定管理者の候補者の募集 

ア 募集方法 

指定管理者制度の趣旨に基づき、民間法人等の幅広い参入の機会を確保し、競争原理を働

かせるために、指定管理者の募集は原則、公募とする。 

ただし、施設の性格、規模、機能、設置経緯等を考慮し、適当と判断される理由があると

きは、公募によらず特定の団体を指定管理者の候補者として選定することも可能であること。 

なお、非公募の場合であっても、候補者の適格性について公募に準じて審査する必要があ

ること。 

【公募によらず指定管理者の候補者を選定できる場合の例】 

    ・公募を行った結果、申請がなかったとき又は審査の結果、候補者として適当なものがな

かったとき。 

    ・地元自治体の要望や施設の設置目的を考慮し、当該自治体に管理を行わせることが適当

であると判断されるとき。 

    ・公の施設の設置目的及び業務の性質等から、特定の団体に管理を行わせることが適当で

あると判断されるとき。 

    ・ＰＦＩ法等の公民連携手法により施設整備及び管理運営が一体的に行われるとき。 

    ・指定管理者の取消し等により、次の指定管理者を選定するに当たり公募するいとまがな

いとき。 

    ・その他公募を行わないことに合理的な理由があるとき。 

イ 募集期間及び周知方法 

 募集期間は、１ヶ月以上とし、応募を希望する団体が十分に検討できる周知期間を設け

る。 

 周知方法は、県の広報、ホームページ、掲示板、新聞、広報紙、通知などにより広く周

知を行う。 

 現地説明会の開催や、質問の受付を相応な期間行うなど、応募者からのより良い企画提

案が得られるよう配慮する。 

ウ 募集要項の記載内容 

募集要項には、施設の概要、管理の基準、業務の範囲、指定の期間、申請方法、選定基準・

選定方法、現在の委託条件、委託額、利用実績など広く情報提供を行う。 

 

(2) 指定管理者の候補者の選定 

選定の透明性、公平性を確保するために、下記の事項に留意する。 

 最適な候補者を選定するため、選定にあたっては必要に応じて外部の意見を反映させるこ

と。 

 外部意見の反映については、必要に応じて専門的な知識を有する有識者などを交えた選定



公の施設に係る指定管理者制度導入のガイドライン 

4 

委員会などを設置する。 

 選定委員会は、指定管理者の選定審査の段階での客観性、公平性を確保するため、審査基

準等の策定や募集要項の策定の段階から関わっていくことも考えられる。 

 選定にあたっては、指定手続等条例第 3条に示している、公平性、効率性及び効果性、安

定性について、それぞれの施設の機能、性質、設置目的を踏まえた選定基準を設け、総合

的に審査する。 

 選定委員会による選定過程の公開については、「審議会等の会議の公開に関する指針」（平

成 11年 3月 31日制定）に従って適正に行う。 

 選定結果については、情報公開条例（平成 11年条例第 61号）第７条第１項各号に該当す

るものを除き公表するよう努める。 

 

(3) 指定管理者の指定期間 

指定管理者の指定期間は、指定管理者制度の趣旨を十分に生かせるよう、競争性を確保しつ

つ、各施設の設置目的、利用者の状況、サービスの継続性や安定性を踏まえ、概ね３年～５

年程度とする。 

 

(4） 指定管理者の指定議決 

指定管理者の指定にあたっては、次の事項について議決を得る。 

【議決事項】 

・ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

（類似の施設名称との混乱を避ける必要がある場合は所在地も） 

・ 指定管理者となる団体の名称と住所 

・ 指定期間 

 

(5) 指定等の告示 

指定管理者を指定したとき、又は法第 244 条の２第 11 項の規定に基づき、その指定を取り

消し、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨

を告示する。 

 

４ 協定の締結 

指定管理者と県で協議のうえ、必要に応じて公の施設の管理に関する協定を締結する。 

協定書には、管理の基準や業務の範囲など条例で定める事項のほか、管理に係る業務の内容に

関する事項（指定期間、事業計画、利用料金、業務報告・事業報告、指定の取消し・業務停止、

リスク分担、業務の再委託に関すること、関係法令の遵守など）、県が支払う管理費用に関する事

項、指定管理者が管理を通じて取得した個人情報の取扱いに関する事項（必記事項）、危機管理に

関する事項、その他管理業務の実施にあたっての必要事項について記載する。 

 

 

５ 施設設置者としての県の対応 

(1) 実地調査、指示 

 県は、指定管理者が管理する公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対して、  

javascript:void(0);


公の施設に係る指定管理者制度導入のガイドライン 

5 

当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をする 

ことができる。 

【調査や指示が必要な場合の例】 

・ 利用者に対し、正当な理由がないのに施設の利用を拒んだり、不当な差別的な取扱い

をするようなとき 

・ 施設の形質を許可なく変更するようなとき。 

・ 経営効率を重視するなどの理由により、要員の配置や施設の管理が当該公の施設の設

置目的を効果的に達成するために適切なものとなっていないとき。 

・ 承認料金制をとる場合、明らかに値下げを申請すべきにも関わらず、これをしないと

き。 

・ 災害等の緊急時において、施設を利用しようとするとき。 

 施設の設置者としての責任を果たすため、利用者の満足度や苦情などをモニタリングする 

仕組みを整え、必要に応じて立入り調査を行い、改善勧告など行う。 

 

(2)  履行確認と評価 

県は、施設の設置者として、公の施設の適正かつ確実な管理運営体制を確保し、指定管理者

の業務改善及び県民サービスの向上に資するため、随時、指定管理業務の履行確認を行うとと

もに、原則として毎年度終了後、管理運営状況の評価を行い、評価結果の公表を行う。 

 

(3) 指定の取消し等 

 県が公の施設の管理の業務又は経理の状況に関して報告を求め、実地に調査し、又は必要な

指示をした場合に、これらの指示に従わない場合や、指定管理者の経営状況が著しく悪化して

いる場合等、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を

取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 

 

６ その他 

(1) 暴力団員等の排除の措置 

ア 公の施設の管理運営からの排除 

 団体の代表者、役員（執行役員を含む。）又は支店若しくは営業所を代表する者等、そ

の経営に関与する者（以下「役員等」という。）が、暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団

（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と密接な

関係を有している者（以下「暴力団員等という。」）であるときは、当該団体を指定管

理者に指定しない。 

 県は、指定管理者に応募する団体又は指定管理者の指定を受けた団体の役員等が暴力

団員等であるかどうかについて、公の施設の管理運営からの暴力団排除に関する合意

書（平成 18年１月 16日締結）に基づき、必要に応じて警察本部に照会する。 

 指定管理者は、警備、清掃等の個々具体的な業務を第三者に委託するときは、役員等

が暴力団員等である者を相手方として契約を行ってはならない。 

 指定管理者の指定を受けた団体の役員等が暴力団員等であることが判明したとき、又
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は指定管理者が業務の一部を第三者に委託する場合に、契約の相手方の役員等が暴力

団員等であることを知ったにも関わらず指定管理者が当該契約を解除しなかったとき

は、指定管理者の指定を取り消すことができる。 

イ 暴力団等の利益となる施設の利用の排除 

 公の施設の利用が暴力団又は暴力団員等（以下「暴力団等」という。）の活動を助長し、

又は暴力団等の運営に資するなど、暴力団等の利益となる利用と認められるときは、施

設の利用を許可しない。ただし、暴力団員等であっても、暴力団等の利益とならない個

人的又は家族による利用については排除の対象としない。 

 

(2) その他留意事項 

 管理に係る業務を一括して第三者へ委託することはできないが、警備、清掃などの個々具

体的な業務を指定管理者から第三者へ委託することは可能である。 

 指定管理者が行う処分については、「行政手続条例」（平成 12 年条例第６号）第５条～29

条及び 35条が適用される。（聴聞手続きについては、聴聞規則を準用。） 

 

７ 関係法令等 

 地方自治法第 244条関係(昭和 22年法律第 67号) 

 総務省自治行政局長通知（平成 15年 7月 17日総行行第 87号）他 

 公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 16年条例第 36号） 

 個人情報の保護に関する法律第 66条（平成 15年法律第 57号） 

 個人情報の保護等に関する条例第８条（令和４年条例第 49号） 

 外部監査契約に基づく監査に関する条例第２条第５号（平成 11年条例第４号） 

 情報公開条例第 27条（平成 10年条例第 49号） 

 各施設の設置管理条例及び施行規則 

 県が締結する契約に関する条例(平成 27年条例第 35号) 

 第２次岩手県地球温暖化対策実行計画（令和３年３月策定） 

 


